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　　　　　　　　　　　　　　　　江原　　嵩
　神戸市立西市民病院は，高層市営住宅・木造集合
住宅・零細工場などの密集地にある，370病床・外来
患者tw　1，000人／日・医師47人・総職員数250人の
病院であった．
　震災発生の約40分後より，倒壊家屋・転落家具・
ガラスなどによる外傷患者が受診し始めた．早朝で
あったために，職員は当直医師4人・救急科看護婦
3人・事務職員4人であり，また病棟が損壊したため
に病棟看護婦10人余りは入院患者の避難に追われ
ていたために，大挙来院する被災者に系統だった受
診案内ができなかった．患者数は地震発生後2～3時
間後頃にピークとなり，午前中に500人以上，全日
で700人以上が来院したと推測されている．広汎火
傷の症例はなかったが，死亡者69人は全員圧死で，
蘇生処置が奏効した症例はなかった．なお，震災直
後より，水道・電気・ガスはとまり，電話も満足に
使える状況ではなかった．それゆえ，災害直後の医
療活動における要点は①医療活動の場所の確保，②
医療設備の稼働の確保，③医療従事者の確保，④指
揮命令系統の確立が重要であり，具体的医療活動で
は①生存者と死亡者の鑑別，②重症者に対する専
門的医療処置，③軽症者に対する全診療科医師によ
る処置，④死亡者の家族に対する事務的・精神的対
応といえる．
　地震発生の翌日からは，通院中であった患者は再
来受診し，外傷・風邪・腹痛・頭痛など災害関連の
有無に関係のない新患も受診するために，また多く
の入院患者もあるため，ライフ・ラインが止まり災
害により機能が停止した薬局・給食・便所・医療事
務などの基本的病院設備の早急な回復確保が必要で
ある．今回の地震は厳寒の候であったために，食中
毒・皮膚病・日射病などは発生しなかったが，地震
翌日より不安神経症・風邪・肺炎・腹痛・便秘など
の新患が日々受診した．震災後1～2ヶ月間は，地震
経験の恐怖感・住居喪失による環境変化・余震の恐
怖・会社倒壊や失業など経済的危機による不安感に
よる精神的ストレスを受けている症例が多かった
が，ライフ・ラインの復活した地震後2～3ヶ月以降
は将来の経済的不安や目的喪失による自殺・抑うっ
状態・荘乎とした生活様式が持続した．このような
状態にある被災者への精神衛生も重要であるが，救
護活動にあたっていた公務員・企業の管理者・医療
関係者も災害の被災者であると共に，一般被災者へ
の救護活動から受ける心理的ストレスに苦悩してい
たことを認識しておかねばならない．
3．災害時における大病院の対応を考える…医療
展開は如何にあるべきか…
　　　（東京医科大学救急医療センター）
　　　　　　　　　　　　　　　　小池荘介
　多数傷病者が発生するいわゆる『集団災害』はそ
の原因によって“人的災害”と“自然災害”に分け
られる．人的災害では多くの場合その医療対象は災
害の種類によって傷病の範囲が限定される．一方，
自然災害では，概して初期対応は外傷性が中心とな
る．24～48時間経過するといわゆる“災害弱者”と
いわれる人々を中心とした脱水，感染，精神反応な
どの非外傷性のものが中心となってくる．よって，
人的災害に対する医療と自然災害に対する医療との
間には，自ずから差異がでてくる．しかし，人的災
害であれ自然災害であれ，それに対する医療展開の
基本は同一なものである．さて，集団災害医療の特
殊性として「一人でも多くの救命を目標とし，一人
を救命するためにより多数を犠牲にしてはならな
い」という大原則がある．この大原則に従って集団
災害医療は展開されなければならない．すなわち，
集団災害に対する医療は情報から始まり，いわゆる
“3T”といわれるTriage（振り分け），Treatment（治
療），Transportation（搬送）のJifi序に従って展開さ
れる．具体的には，
①医師，看護婦を始めとする人的資源をできるだけ
速やかに集める．
②病院長を中心とした災害対策本部を置き，ライフ
ラインの確認，医療資源の確保，入院ベッドの確保
および情報収集さらに他医療施設との連絡を行う．
③医療チームは，災害時には圧挫症候群や有毒ガス
吸入患者などの特殊な病態の患者もいる故に救急部
の医師および看護婦を中心とした各科の協力のもと
にTriageチーム，　TreatmentチームさらにTrans－
portationチームに分ける．特に，　Triageは，これ
を行う医師の責任は重く，Triageにより以降の医療
の流れが支配される故に救急部のスタッフが行うべ
きである．
④多数傷病者の入院管理が必要である場合は，重症
者は救急センター，集中治療室へ，中等症以下のも
のは一般病棟あるいは簡易ベッドに収容する．
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⑤当該病院も災害を受け，機能麻痺に陥った状態で
は重症傷病者の高次診断，治療ができない．このよ
うな場合には治療可能な施設へ搬送を行う．また，
傷病者の入院が多数になる場合にも，既に入院して
いる軽症患者の他施設へ搬送を考えなければならな
い．
⑥他地域の集団災害のために後方病院として傷病
者を受け入れなければならない場合，傷病者が多数
の時には上記①～⑤のごとく後方医療を行う．
　以上のような医療の展開を円滑に行うためには，
院内的には医療従事者に対する災害医療に関する教
育の徹底が必要である．そして，行政面では東京都
庁，消防庁の災害救急情報センターおよび隣接医療
機関との連絡網の確立，ヘリコプター搬送を含めた
搬送ルートの整備が不可欠であり，早急な対策が望
まれる．
4．東京消防庁における救急活動体制について
　　　（東京消防庁救急部救急医務課課長）
　　　　　　　　　　　　　　　　上杉耕二
　東京消防庁では，昭和11年に東京消防庁の前身で
ある警視庁消防部時代に救急業務を開始して以来，
60年が経過しようとしています．
　この間，救急業務は社会経済活動が複雑・多様化
する中で，高度化する都民ニーズに対応すべく順次
体制整備が図られ，今日では，182隊の救急隊により
年間40万件を超える救急出場を見ており，都民27
人に1人が救急車を利用するまでに至っておりま
す．
　特に近年は，プレホスピタル・ケアの充実という
社会的要請を受け，いち早く全救急隊に救急救命士
資格者が乗務できる体制を整えるなどその業務の高
度化を鋭意推進しているところですが，このように
都民の期待に応え，着実に成果を収めてこれました
のも，医療関係者の皆様の適切なご指導とご協力が
あったからであると考えております．
　さて，本年1月に発生した阪神・淡路大震災及び
3月に発生した地下鉄サリン事件は，第一線の災害
対応組織である東京消防庁に対しても，様々な面で
問題提起がなされたと受け止めています．特に，阪
神・淡路大震災は，救急業務に関するものだけでも，
医療機関情報をはじめとした情報収集の問題，傷病
者搬送の問題，後方医療施設の確保の問題等々首都
圏直下の大震災を想定した対策を進める上で数多く
の教訓を残したものと考えています．
　現在，東京消防庁では，こうした貴重な教訓を踏
まえ，都衛生局など関係機関と’協議を重ねながら，
震災時の首都東京の被害の軽減のため，地域防災計
画の見直し作業に取り組んでいるところです．
　本日は，東京消防庁の救急活動体制について，平
素の活動体制をご紹介した上で，震災時や多数：傷病
者発生時の救急活動体制のあり方にポイントを置い
て当庁の考え方をお話し，また，医療機関あるいは
医師の立場からのご意見を承りたいと思います．
5．北海道東方沖地震を経験した一自治体病院
　　　（市立根室病院院長）　　　似内　　滋
　ここ数年来日本列島は大・小規模の地震が頻発し
ており，私共も平成5年の釧路沖地震に続き昨年10
月には震度6，マグニチュードでは最大級の8．1と
いう北海道東方沖地震を経験致しました．今年1月，
阪神地方は戦後最大の被害にみまわれました．被災
者の皆様に心からお見舞い申し上げます．
　根室市は人口36，000人，その地形的特徴は太平洋
とオホーツク海に囲まれた半島で，市立病院は市の
中央のやや高台に位置しております．地域センター
病院の指定を受けているとはいえ，ベッド数202床
5階建ての中規模病院です．東京医科大学病院のよ
うな都心の密集地にある高層ビル群に発生する大地
震，それに続く二次災害，更には阪神大震災の被害
状況を思い起こすとき，我々が体験したことの中で
参考になる部分は必ずしも多いとは思われません．
ただ本日の話しを多少なりとも本院及び関連，関係
病院の防災対策の資料にして頂ければ幸いです．
　北海道東方沖地震は平成6年10月4日午後10時
23分に発生しました．院内被害のうち主なものは給
水面詰ンク一基の破損で，流出した水により入院本
館の5階から1階まで浸水したことです．余震等も
考え半数以上の患者さんを1階旧内科病棟に移動さ
せました．次いで対策本部を設置し‘各科各部の責
任者を決め30分毎に被害状況を報告してもらい院
内状況の把握に務めました．救急外来での患者数は
翌朝までに約50名，その多くは切傷で，患者の集中
した時間帯は殆ど全科の医師がその処置にあたるこ
とができました．また透析用給水タンクと一部透析
器の破損のため，翌日透析予定の患者の対処におわ
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